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1 1   公共情報コモンズの合同訓練の結果について 

○平成２６年６月４日（水）９～１７時に実施  

○２６都道府県が訓練に参加 
 ・以下の１６都道府県が実際に訓練情報を発信し、 
  残りの１０県は閲覧ソフトで訓練情報を確認。 
  （北海道、秋田、福島、新潟、東京、山梨、静岡、 
   三重、滋賀、大阪、兵庫、鳥取、徳島、香川、 
   愛媛、高知） ※東京都はこの日から運用開始 

○各種メディアが訓練情報を実際に伝達 
 ・データ放送への表示（ＮＨＫ、民放） 
 ・訓練用ポータルサイトへの表示（ヤフー） 
 ・カーナビ等への表示実証（ＩＴＳ Ｊａｐａｎ） 

○全国１４か所で閲覧会を実施（総合通信局主催） 

○ＮＨＫ（全国ニュース、各地域のニュース）、
民放（日テレ等）、全国紙・地方紙等で合同
訓練の模様を多数報道 

１．合同訓練の趣旨 

２．26年度合同訓練の模様 

○ コモンズの活用には、自治体・メディア等が連携して平時から運用に習熟しておくことが必要。 
○ 各県合同で訓練を行うことにより、全国的な訓練の機会を提供し、県域を超えた情報共有の経験を深めるとと

もに、国民向けの広報強化や新たな利活用方法の実証にも活用可能。 
○ 平成２５年６月に初めて合同訓練を実施し、本年の実施が２回目。                  

コモンズビューワへの表示 ＮＨＫデータ放送への表示 
        

閲覧会の実施（関東総合通信局） カーナビ等への表示実証（ITS Japan） 



【参考】 合同訓練参加者への 

アンケート調査の結果 



3 公共情報コモンズへの参加意向 

参加済み 
19% 

思う 
73% 

思わない 
8% 

問：参加者の属性 

都道府県 
12% 

市区町村 
22% 

ライフライン 
事業者 

5% 

テレビ 
21% 

ラジオ 
14% 

ＣＡＴＶ 
14% 

その他 
12% 

N=276 
複数回答あり 
（参加者数259） ※「思わない」の主な理由 

・検討中のため  ・費用の検討が必要 
・市町村単独では困難 
・全市町村が参加していないため 

N=253 

■ 公共情報コモンズに「参加したい」が７３％ （この他、「参加済み」が１９％） 

■ 情報共有・意見交換の場への参加については、「参加したい」が９８％ 

思う 
98% 

思わない 
2% 

問：情報共有・意見交換の場があ
れば参加したいと思いますか。 

N=207 

問：公共情報コモンズに参加
したいと思いますか。 



4 公共情報コモンズのメリット 
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37% 
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41% 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他 

システム接続することにより、自動的に災害関連情報が入手できる。 

身近な情報伝達手段であるテレビのデータ放送で情報伝達ができる。 

周辺自治体の避難情報を広域的に一覧できる。 

詳細な災害関連情報を一元的に確認でき、情報収集の手間が省ける。 

一度の入力で多様なメディアに情報を迅速に伝達でき、情報発信の負担が減る。 

住民が多様なメディアを通じて、どこにいても災害情報を入手できる。 

問：公共情報コモンズのメリットはどのような点ですか。 

N=255 
複数回答あり 

■  公共情報コモンズについて、「住民がどこにいても災害情報を入手できる」、「一度
の入力で多様なメディアに情報を伝達できる」の二点の評価が高い。 
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N=217 複数回答あり 

問：今後の発信が期待される災害関連情報にはどのようなものがありますか。 
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81% 

76% 
84% 

75% 
76% 

83% 
3% 

41% 
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35% 
28% 

23% 
0% 

50% 
18% 

13% 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

●ライフラインの復旧情報 

    鉄道 

    その他公共交通 

    電気 

    ガス 

    通信 

    道路 

    その他のライフラインの復旧情報 

●生活必需品の供給情報 

    スーパー・コンビニ 

    ガソリンスタンド 

    銀行 

    銭湯 

    その他の生活必需品の供給情報 

●医療機関の受け入れ情報 

●ボランティア・ＮＰＯの活動情報 

●ソーシャルメディア等を通じて住民から得られた災害関連情報 

●その他 

銀行 

銭湯 

公共情報コモンズによる提供が期待される情報内容 

■ 期待される災害関連情報としては、ライフライン情報へのニーズが特に高い。  

電気 
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17% 

14% 

14% 

15% 

17% 

20% 

24% 
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43% 

46% 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他 

サイネージ、カーナビなどの新たなメディアで情報を発信すべき 

災害対策における制度的位置づけ（地域防災計画等）を明確にすべき 

テレビのデータ放送画面上の情報は、視聴者の認知度が十分でない 

外国人向けに多言語対応を進めるべき 

テキスト情報のみでなく、地図等を活用した視覚的な情報を発信すべき 

より多くのメディアが早期に参加すべき 

平時からの訓練や情報発信を通じて、システムの利用方法に習熟すべき 

公共情報コモンズの国民的な認知度が低い 

全国すべての自治体が早期に参加すべき 

市町村の防災担当者の要員が少なく、災害時の情報発信に不安がある 

問：公共情報コモンズの課題はどのような点ですか。 

N=230 
複数回答あり 

【主な事由】 
・テレビの一般画面で表示すべき 
・県域全体での参加が望ましい 
・参加するメディア・自治体数が少ない 
・防災情報システム改修コストの負担 
・情報の信頼性（入力ミス等）への対応 

公共情報コモンズの課題 

■ 公共情報コモンズの課題として、「市町村における情報発信体制の不安」、「すべ
ての自治体の早期参加」、「国民的な認知度の不足」の指摘が多い。 
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＜自治体の参加のあり方＞ 

■ 県と市町村がしっかり情報共有し、一体となって導入を進めて欲しい。 
■ 県がもっと積極的に動くべき 
■ 自治体によるシステム改修・導入への補助が必要 
＜テレビ画面のあり方＞ 

■ テレビの一般画面上で（データ放送ではなく、本画面で）表示すべき（お年寄りにはこれが良いと思うから） 
■ データ放送での情報表示の改善（赤白の２色ではなく段階的な配色とすべき、地域選択の階層を減らして操作時間を短縮すべき等）     

＜提供する情報内容のあり方＞ 

■ 平時においても情報発信の機会を設け、利用方法の習熟と一般の認知度向上につなげてほしい。 
■ 公共情報コモンズでは正確な情報が必要なため、ソーシャルメディア等の住民情報は入れない方がよい。 
■ 自治体が発信する情報の種類を統一してほしい。 
■ ライフライン情報が一緒に表示されれば大変良いと思う。 
■ 包括的な情報集約を目指して欲しい。 
＜その他＞ 

■ もっと大々的に説明会や訓練を実施し、指導して欲しい。 
■ 全国ノード（サーバ）が障害で止まらないようにしてもらいたい。 
■ 地名（地区名、避難所等）などの「読み仮名」の対応  
■ 情報の正確性、迅速性をどう担保するか   

【参 考】 要望事項（自由記載） 

公共情報コモンズに対する要望 
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